
59,549

71,672

2021年
（第82期）

73,000

2024年
（第85期）
予想

4,302 3,971

2021年
（第82期）

4,400

2024年
（第85期）
予想

4,778 4,520

2021年
（第82期）

4,900

2024年
（第85期）
予想

3,809 3,793

2021年
（第82期）

3,300

2024年
（第85期）
予想

25

45

2021年
（第82期）

45

2024年
（第85期）
予想

2023年
（第84期）

71,475

2022年
（第83期）

2023年
（第84期）

4,560

2022年
（第83期）

2023年
（第84期）

4,971

2022年
（第83期）

2023年
（第84期）

3,637

2022年
（第83期）

2023年
（第84期）

30

2022年
（第83期）

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （円）

特別配当
5円

2023年12月期　決算ハイライト

2024年12月期　業績予想

売上高 営業利益 経常利益

716億72百万円 39億71百万円 45億20百万円 37億93百万円 45円

親会社株主に帰属する
当期純利益

売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する
当期純利益 配当金

730億円 44億円 49億円 33億円 45円

前期比

0.3％増

前期と同額を維持

配当金

前期比

15円増

詳細は、当社ホームページに掲載されている「株主・投資家情報」をご覧ください。

https://www.kuriyama-holdings.com/ir.html

Sydney,Australia Sydney,Australia 

第84期 2023.1/1 ▶ 2023.12/31
証券コード　3355

株式の状況 （2023年12月31日現在）

発行可能株式総数
発行済株式の総数（自己株式2,504,286株を除く）
株主数
大株主（上位10名）

73,600,000株
19,795,914株

5,865名

株主名 持株数（千株） 持株比率（%）
栗　山　博　司 1,492 7.5

NOK株式会社 1,095 5.5

クリヤマホールディングス従業員持株会 695 3.5

クリエイト合同会社 600 3.0

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 577 2.9

株式会社三菱UFJ銀行 491 2.4

株式会社オーハシテクニカ 400 2.0

クリヤマホールディングス取引先持株会 399 2.0

タイガースポリマー株式会社 386 1.9

イーグル工業株式会社 360 1.8
（注）	 1.持株比率は自己株式を控除して計算しております。
	 2.持株数については、千株未満を切り捨てて表示しております。
	 3.持株比率については、小数点第２位以下を切り捨てて表示しております。
	 4.自己株式については、上記大株主から除いております。

会社概要 （2023年12月31日現在）

社 名 クリヤマホールディングス株式会社

英 文 社 名 KURIYAMA HOLDINGS CORPORATION

創 業 1939年4月5日

設 立 1940年12月21日

本店所在地 大阪市中央区城見1丁目3番7号

資 本 金 7億8,371万6,600円

連結子会社 19社

従 業 員 数 1,219名（連結）

株式分布状況 （2023年12月31日現在）

個人・その他
10,358千株（46.4%）

自己株式
2,504千株（11.2%）

外国法人等
1,478千株（6.6%）

金融機関
2,826千株（12.6%）

国内法人
4,776千株（21.4%）

金融商品取引業者
356千株（1.6%）

50,000株以上
75名（1.2%）

10,000～49,999株
171名（2.9%）

5,000～9,999株
134名（2.2%）

1,000～4,999株
605名（10.3%）

500～999株
422名（7.2%）

1～99株
566名（9.6%）

100～499株
3,892名（66.3%）

所有者別
株式数・保有割合

所有株数別
株主数・保有割合

役員 （2024年3月28日現在）

代表取締役CEO　社長執行役員 小
こ

貫
ぬき
 成

しげ
彦
ひこ

取締役　上席執行役員（海外統括）大
おお

村
むら
 暢

のぶ
彦
ひこ

取締役　執行役員 元
もと

木
き
 雄

ゆう
三
ぞう

取締役　執行役員 ブライアン・ダットン
取締役　監査等委員（常勤） 花

はな
房
ふさ
 一

いち
郎
ろう

取締役　監査等委員（社外） 酒
さか

谷
たに
 佳

よし
弘
ひろ

取締役　監査等委員（社外） 齋
さい

藤
とう
 友

ゆ
紀
き

    テレビCM第2弾を放映開始    
当社は、2024年１月1日よりテレビCMをリニューアル放映いたしました。
爽やかな青空の下で素敵にほほ笑む浅田真央さんと、当社社員とのCM内で
の共演を、是非皆さまご覧ください。
なお、新CM動画（２編）を含む５つの動画は、当社ホームページ「CM特設サイ
ト」及びYouTubeチャンネルにて公開しております。

株式情報／会社の概要

株主メモ

事業年度 毎年1月1日から12月31日まで

定時株主総会 毎年3月

基準日 定時株主総会…12月31日
剰余金の配当…�期末 12月31日	

中間   6月30日

単元株式数 100株

株 主 名 簿 管 理 人 及 び
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部
〒541-8502 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号
 0120－094－777（通話料無料）

上場金融商品取引所 東京証券取引所　スタンダード市場

公告方法 電子公告の方法により行います。
ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、日
本経済新聞に掲載します。
当社の公告掲載URLは次のとおりです。
https://www.kuriyama-holdings.com

証券コード 3355

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

前期比

12.9％減
前期比

9.1％減
前期比

4.3％増

前期比

1.9％増
前期比

10.8％増
前期比

8.4％増
前期比

13.0％減CM特設サイトはこちら

YouTubeチャンネルはこちら

普通配当5円増



セグメントのご紹介

TOP MESSAGEごあいさつ

アジア事業

事業のご紹介
アジア中核事業会社のクリヤマジャパン㈱が、7社の子会社、関連会社と
の連携により多角的に事業を展開しております。
産業資材、スポーツ・建設床材、スポーツアパレル等、独自の事業セグメント
を形成することで、さらなる品質向上と技術革新を目指してまいります。
当期の概況
●�産業資材事業では、日系建機・農機メーカーへのゴム・樹脂商材の新規採用品
目が増加したものの、建機・農機及び欧州乗用車の減産に伴う尿素SCR等の減
少に加え、価格転嫁を上回る調達コストの増加により減収減益となりました。
●�スポーツ・建設資材事業では、文教施設における改修及び新設物件や、鉄道の
駅舎案件の受注が底堅く推移したものの、商業施設向け販売が減少したことに
加え、工事材料費や人件費等の高騰により減収減益となりました。

事業のご紹介
産業用ホースメーカーとして様々な用途に向けたホース及び継手を取り
揃えております。北米・中米の各地に生産工場、販売拠点、倉庫を配置し、
製販・物流の一貫したサービスにより様々な業種向けにホースを提供し
ております。
当期の概況
●�幅広い分野で旺盛な需要が続く北米市場において、各種ホース・継手
の販売が底堅く推移したことに加え、円安の影響が寄与し、増収となり
ました。
●�支店倉庫の新設や、本社及び物流倉庫の移転・拡張に伴う費用が発
生したものの、物流機能の最適化を促進したことによる費用抑制など
により増益となりました。

事業のご紹介
ゴム及びウレタン製のレイフラットホース・ノズルのメーカーとして、生産
工場をスペイン・アルゼンチンに配置しております。欧州域内に加え、北
米・南米地域における販路を拡大しております。

当期の概況
●地産地消の優位性を活かした営業活動により、消防機関向け及び農
業・一般産業分野向けに各種レイフラットホースの販売が増加したこと
に加え、アルゼンチンにおけるオイル・ガス分野向けに長距離送水用
ホースの販売が好調に推移したことにより増収となりました。
●�アルゼンチンの子会社に対する超インフレ会計適用がマイナス要因と
なり減益となりました。

北米事業 欧州・南米事業
（単位：百万円） （単位：百万円）売上高 営業利益

2023年
（第84期）

売上高
構成比
38.4％

前期比 7.3%減 前期比 25.5%減

2023年
（第84期）

27,501

2022年
（第83期）

29,675 2,348

2022年
（第83期）

3,154

（単位：百万円） （単位：百万円）売上高 営業利益

2023年
（第84期）

2023年
（第84期）

売上高
構成比
54.4％

前期比 5.2%増 前期比 6.0%増
38,975

2022年
（第83期）

37,039 2,156

2022年
（第83期）

2,034

（単位：百万円） （単位：百万円）売上高 営業利益

2023年
（第84期）

2023年
（第84期）

売上高
構成比
7.2％

前期比 9.2%増 前期比 6.0%減
5,195

2022年
（第83期）

4,760 340

2022年
（第83期）

361

持続可能な社会づくりに貢献する
企業グループを目指して

代表取締役ＣＥＯ　小貫 成彦

T O P I C S

クリヤマホールディングス株式会社

中核事業会社 主な事業内容

研究・開発機関
（グローバル）

産業資材、スポーツ・建設
資材、スポーツアパレル

産業用ホース

クリヤマR&D㈱

クリヤマジャパン㈱

Kuriyama Europe
Cooperatief U.A. 

Kuriyama Canada,Inc.

Kuriyama of America,Inc.

Kuriyama Australia Pty Ltd.1

2

当社は2024年1月、連結子会社であるクリヤマジャパン㈱の
傘下(孫会社)にあった㈱クリヤマ技術研究所の全株式を取得し、
社名を“クリヤマR&D株式会社”（以下、「R&D㈱」）に変更のうえ、

「グローバルベースで付加価値ある技術・製品・人財を生み出す
研究開発機関」として再編いたしました。

新たに子会社となったR&D㈱では、事業カテゴリーを横断し、
国内外に分散している情報、技術や知財を一元管理することで、
新製品や新機能の研究開発などを更に促進してまいります。これ
により当社は、新しい市場や事業領域への参入基盤を構築すると
ともに、100年企業を見据えた次世代への技術継承に一層注力
することでグループの更なる発展を目指してまいります。

2 クリヤマグループの未来を見据え、
総合研究開発機関を再編

当社は2024年1月、オーストラリアに子会社“Kuriyama 
Australia Pty Ltd.”を設立いたしました。

オーストラリアをはじめとするオセアニア市場では、広大な土地
と豊富な天然資源を背景に、農業や水産業などで使用される産
業用ホース、鉱業・オイルガス用ホースや、森林火災などに対応す
る消防用ホースなど、高い耐久性と操作性を有する高品質な
ホース需要が見込まれます。当社のホースビジネスは、高付加価
値な製品・サービスで信頼を築き上げており、それらをオセアニア
市場にも拡販することで、底堅い需要取り込み及びクリヤマブラ
ンドの更なる認知度向上が期待できます。

今後は、北米、欧州・南米グループとのシナジー効果を発揮さ
せることで、当社のホースビジネスにおけるグローバル展開を更
に加速させてまいります。

1 オーストラリアに子会社を設立、
ホース事業のオセアニア市場進出

資本コストと株価を意識した経営の実現につい
て
　当社は、グループを横断した研究開発機能の集約、ＤＸ推進、
次世代を担うグローバル人財の育成と従業員エンゲージメント
向上のための人的資本投資の強化等を着実に推進しつつ、100
年企業を見据えた持続的な企業価値向上を目指し、中期経営計
画の策定、開示に向けた準備を進めてまいります。
　また、個人投資家向け説明会を再開し、より適時適切な情報
開示を行う等、IR活動の強化に取り組んでまいります。
　加えて、利益配当による株主還元を重視する姿勢を明確化す
べく、基本方針を「経営成績、財政状態、投資計画等を総合的に
勘案した上で、連結配当性向30％以上を目標とし、安定的な配
当を継続する観点から、株主資本配当率（DOE）2.5%を目安」と
変更いたしました。
　当期配当につきましては、この方針のもと、固定資産売却に伴
う利益の計上等により親会社株主に帰属する当期純利益が予
想を上回ったこと、及び当社の財政状態等を総合的に勘案した
結果、期末の普通配当を40円とし、これに特別配当５円を加えま
して、1株につき45円と前期に比べ1株15円増額修正いたしま
した。また、次期配当につきましては、１株当たりの普通配当を５
円増配した45円と予定しております。また、利益還元の機会を増
やすべく中間配当を実施いたします。当社グループは今後も業
績向上を通じた株主還元の一層の充実に努めてまいります。

第84期連結会計年度の経営概況及び業績につ
いて
　当連結会計年度における世界経済はインフレに対する金融政
策の反動により、実体経済への先行き懸念が強まりつつも総じ
て底堅く推移しました。一方、中国経済はゼロコロナ政策解除後
の景気回復に力強さを欠く状況が続きました。
　このような経済状況の中、当社グループは、収益性確保のた
めの適切な価格転嫁や市場競争力向上のための物流最適化の
推進により、事業基盤の強化に努めました。

　この結果、当社グループの連結売上高は、716億72百万円
（前期比0.3％増）、営業利益は39億71百万円（前期比12.9％
減）、経常利益は45億20百万円（前期比9.1％減）、親会社株主
に帰属する当期純利益は37億93百万円（前期比4.3％増）とな
りました。なお、親会社株主に帰属する当期純利益の主たる増加
要因は、米国子会社が物流倉庫拡張のために本社及び物流倉
庫を売却したことによる固定資産売却に伴う利益を計上したた
めです。
　また、自己資本利益率（ＲＯＥ）は10.3％となりました。


